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Deloitteの調査について 
航空宇宙・防衛業界をめぐる組織の見通しと展望を理解するために、Deloitteは、2022年8月、米国のエグゼクティブ約50名とその他
シニアリーダーを対象に調査を実施した。本調査では、民間航空宇宙、防衛および軍事、宇宙、次世代空モビリティシステムとしての空飛
ぶクルマという4つの特定の業界セグメントに属する回答者からインサイトを得た。
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不確実な時代を乗り越え、
変化を活用する

世界経済が新型コロナウイルス感染症の流行から
徐々に回復する中、航空宇宙・防衛（Aerospace 
and Defense、以下A&D）業界は2022年に力
強い回復の兆しを見せている。一方で、サプライ
チェーンと人材の問題は引き続き成長の足かせと
なっている。Deloitteの業界展望に関する調査によ
ると、2023年は、サプライチェーンの混乱と人材
不足がA&D組織にとっての最大のリスクまたは課
題となる可能性がある。さらに、特にクリティカルマ
テリアル（重要な原材料）やレアアースをめぐっては、
ロシアのウクライナ侵攻（以下、ウクライナ侵攻）
が世界のサプライチェーンに混乱をもたらし、燃料
価格の変動が激化している。インフレは依然として
業界全体の課題となっており、Deloitteの業界展
望に関する調査では、回答者の54％が2023年の
主要リスクの1つとして物価上昇を挙げている。

旅客需要は航空券の価格と相関関係にある。航空
券の価格はジェット燃料の価格に依存するため、
ジェット燃料の価格が短期間で持続的に上昇する
と交通に影響がおよび、市場の価格変動を激化さ
せる可能性がある。
この課題に対処するために、航空機メーカーは航
空機やエンジンの設計に投資し、燃料効率の向上
や運航コストの削減を図るとともに、将来に向けて
低排出量またはゼロエミッションの商用航空機を
模索している。航空利用が堅調に回復していること
から、航空機の受注が増加し、アフターサービス市
場も活発化している。米国内の航空交通量は新型
コロナウイルス感染症の流行前の2019年の
81％程度に達し（2022年9月時点）、国際線につ
いても、世界中で渡航制限が緩和されつつあること
から堅調に回復している1。民間航空宇宙機器の委
託者商標による製造（Original Equipment 
Manufacturer、以下OEM）を行う大手のグロー
バルメーカーは、世界の旅客輸送量は2023年末
か2024年の初めまでに2019年の水準に戻ると
見込んでいる。これにより、増加する受注残を是正
するための生産が活発化し、2023年の業界収益
が押し上がる可能性がある。

防衛セグメントについては、2022年を通して安定
的に推移している。ウクライナ侵攻をきっかけとし
た防衛予算の増加が軍備の世界的な需要を押し上
げているため、民間航空宇宙セグメントを上回るこ
とが予想される。米国の2023年度の国防予算は、
中国とロシアから感知される戦略的脅威に注視し
た内容となっており、電子戦争とサイバーセキュリ
ティに焦点を当てている。欧州諸国は、地政学的な
緊張の高まりに対処するために予算の増額を計画
し、軍備の近代化を進めている。これらの国々は、
ウクライナ侵攻の開始から3カ月のうちに、主に将
来の軍事技術を焦点として、約2,040億ドルの国
防予算の増額を発表した 2。

宇宙や次世代空モビリティシステムとしての空飛ぶ
クルマ（以下空飛ぶクルマ）などの新興市場につい
ては、2022年に電動垂直離着陸機（electric 
Vertical Takeoff and Landing、以下eVTOL）
の飛行試験や航空機とパイロットの認証が増加し
たことで、勢いをさらに増した 3。世界では現在、
347の事業者が700以上のeVTOL航空機のコン
セプトデザインと設計に取り組んでおり、業界がモ
ビリティの将来に重点を置いていることは明らかで
ある4。他方では、民間の事業者が宇宙分野に参入
していることから、近年宇宙セグメントの景気は堅
調である。本セグメントでは、2022年前半にロケッ
ト72機、宇宙探査機1,022機が打ち上げられて
いるが、このうち94％は民間セクターによって打ち
上げられている5。

Deloitteの業界展望に関する調査によると、調査
対象となったエグゼクティブの88％が、2023年に
おけるA&D業界の全般的なビジネスの見通しは、
やや明るい、または非常に明るいと考えていること
が分かった。この楽観的見方の背景には他にも多く
の理由がある。
例えば、空飛ぶクルマのような新しい技術やセグメ
ントの成長、宇宙などの分野で見られるビジネスモ
デルの進化、デジタルスレッドやスマートファクト
リーの利用が挙げられ、これら全ての要因が2023
年において、業界の成長と新しい市場の創造を後
押しするはずである。2023年は、イノベーションを
重視し、新たな機会を活用する準備ができている
A&D企業が、同業他社を凌駕していくだろう。
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サプライチェーンの可視性とレジリエンスに注力することで、より広範なリスク軽減が
可能になる

新型コロナウイルス感染症の流行、労働力不足、そして直近のウクラ
イナ侵攻によりA&D業界のサプライチェーンはますます複雑になった。
Deloitteの分析によると、調査対象となった製造業のエグゼクティブ
の90％において混乱の頻度が高まっている6。これを受けて、バリュー
チェーンにかかわる業界関係者は、リスクを軽減し、長期的な成長を
促進するために、レジリエントなサプライチェーンを構築している。
サプライヤーの階層が複数あるA&D業界のサプライチェーンは非常
に複雑である。米国の平均的な民間航空宇宙企業には、12,000社
を超える二次サプライヤーが存在する7。このため、一次サプライヤー
の範囲を越えると可視性が損なわれるなどの独自の課題が発生する8。
継続的な混乱が、コストの上昇や材料不足および部品不足の深刻化
を引き起こし、A&D業界の製造計画に影響を与えている。

最近、大手の防衛元請企業も、収益目標の未達成や成長予測の縮小
の主な原因として、サプライチェーンの問題を挙げている9。防衛関連
サプライヤーの多くは、航空宇宙業界と防衛機器メーカーの両方に製
品を供給しており、このことが業界全体の課題を複雑にしている。米
国国防総省（US Department of Defense、またはDoD）は、国防
に不可欠な国内生産能力の構築、サプライチェーンのレジリエンスの
構築、データ分析によるサプライチェーンの可視性の拡大など、防衛サ
プライチェーンの安全確保に向けた7つの基本的な提言を発表した10。

新型コロナウイルス感染症の流行によりナローボディ機への需要が高
まったことで、供給が集中するリスクが明らかになった。航空機のエン
ジン部分のサプライチェーンが問題となって、航空機の納入計画に支
障が出ている。エンジンの納入が遅れると、航空機OEMは完成した
航空機を納入できない11。さらに、A&Dで使用される品質のチタンの
約50％がロシアから供給されているため、大手OEMは、ウクライナ
侵攻によりロシアに代わるチタンの供給先を探すことを余儀なくされ
ている12。機内インテリアやシートメーカーも重要部品の不足から納
期の遅れに直面している13。

このような課題を踏まえると、原材料、部品、A&D製品の完成品をグ
ローバルに交換することも含め、2023年はグローバルな調達から地
域内での調達へと移行が加速する可能性が高いだろう（図1）。企業
は集中リスクを回避するために、現地での調達やニアショアリングを
含むサプライチェーンの多様化を強化すると思われる。また、自由貿
易協定（Free Trade Agreements, FTA）を締結している国のサプラ
イヤーと関係を構築することも考えられる14。

ほとんどのA&D企業は、供給の管理態勢や調整態勢を改善し、サー
ドパーティリスクをより的確に管理するために、サプライチェーンを奥
深くまで可視化することにも注力していくだろう。通常ほとんどの混乱
が一次サプライヤーの範囲を越えて発生するが、A&Dの元請企業に
は、サプライチェーンの可視性を高め、サプライヤーのリスクを監視す
るためにデジタルサプライチェーンを導入し、データとテクノロジーソ
リューションを活用する機会がある15。さらに、A&D業界の関係者内
では、中核事業や主要サプライヤーをめぐるあらゆるリスクに効果的
に備えるために、サイバーセキュリティ、クラウドプライバシー、システ
ムと自動化のレジリエンスの必要性が高まっていくと考えられる。

サプライチェーン

図1．A&D企業の回答では、サプライチェーンのレジリエンスを構築し、管理するために、重要な供給品の調達先を多様化することが最優先事項
になっている

Deloitteの質問： 「今後1年間において、貴社がサプライチェーンのレジリエンスを構築、管理するにあたり最も優先すべきことは何でしょうか？」
出所： Deloitteの業界展望に関する調査

1

重要な供給品の調達先の多様化36%
サプライチェーンの下流におけるリスクとパフォーマンス
の可視性の向上20%
サプライチェーンの現地化とフレンドショアリング
（生産拠点を貿易協定締結国に移行する）の推進18%
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2
デジタルスレッドとスマートファクトリーの促進による効率化
デジタルトランスフォーメーション

デジタル技術やデジタルケイパビリティは、今後ますます競争優位性
の源泉となっていくことが見込まれ、特定の政府プログラムにおいて
は競合の要件になることも予想される。新規参入企業が市場にディス
ラプションをもたらす中、A&D企業においてはレガシープラットフォー
ムのプログラムであっても、製品の設計と開発を合理化し、効率化を
図るために、デジタルスレッドとスマートファクトリーをますます活用す
るようになると考えられる。

デジタルスレッドとモデルベースエンタープライズ（MBE） 

A&D企業は、将来のディスラプションを乗り切るために生産能力を備
え、よりアジャイルに振る舞うことをますます求められている。エンジ
ニアリング、サプライチェーン、製造、アフターサービス市場をつなぎ、
モデルベースエンタープライズ（Model-Based Enterprise、以下
MBE）を実現するデジタルスレッドは、2023年には業務の迅速性構
築においてさらに重要な役割を果たすと予想されている。A&D業界
の顧客のニーズと期待の高まりにより、多くの企業がMBEによるデジ
タルトランスフォーメーションを余儀なくされている。MBEは、設計か
ら製造までの複数のプロセスを統一された環境に統合するデジタルト
ランスフォーメーションの第一歩であり、プロセスのあるステップで作
成されたデータは、次のステップで直接利用され、バリューチェーン全
体で製品に与える変更の影響を評価することができる。Deloitteの調
査によると、業界を問わず調査対象となった製造企業の85％以上が
MBEの中核的なケイパビリティにおいて施策を進めている16。

A&D企業はクラウド、ビッグデータ、人工知能および機械学習
（Artificial Intelligence/Machine Learning、またはAIおよびML）、
デジタルツイン、モノのインターネット（Internet of Things、以下
IoT）などの先進技術により、業務上の課題に対処できる可能性があ
る。例えば、ある大手航空機エンジンメーカーは、デジタルスレッドを
活用してデジタル化を促進し、製品ライフサイクルの各段階でイノベー
ションを実現している17。 

Deloitteは、製造業でデジタルスレッドを導入している企業は5％未
満だが、将来的にデジタルスレッドを活用する予定の企業は約85％
に上るとみている。Deloitteの調査によると、デジタルスレッドによっ
てスループットが7～10%向上し、単位当たりのエンジニアリング時
間と労働力がそれぞれ35～45%、25～40%削減され、資産効率が
15～20%向上することが示されている18。2023年には、デジタルス
レッドへの投資が増加すると予想される。A&Dのバリューチェーンを
構成する企業は、既存の仕組みを創造的に変革するデジタル技術に
投資して、生産ラインを自動化し、拡大したサプライチェーンに関する
より深いインサイトを構築し、優れたアフターサービスを提供するため
の予知保全の改善を行う可能性が高い。例えば、米国に拠点を置く中
小企業による積層造形（Additive Manufacturing、以下AM）技術
の利用拡大を支援するために、大規模メーカーを対象に構築された
連邦政府の施策であるAMフォワード（AM Forward）は、サプライ

チェーンのレジリエンス、スピード、生産の柔軟性を高め、リードタイ
ムを短縮するのに役立つと思われる。AMフォワードに取り組むメー
カーは米国の中小企業からAM部品を調達することが可能になること
から、インダストリー4.0が促進され、A&Dメーカーの海外依存度が
低下することが期待される19。

スマートファクトリー 

A&D業界では、リードタイムの短縮、サイクルタイムの改善、工場の
効率化に注目が集まっていることから、2023年には多くのA&D企業
が「スマートファクトリー」施策を取り入れる可能性がある。スマート
ファクトリーというアプローチは、A&Dメーカーが需要の変動、サプ
ライチェーンの調整、バリューチェーンのその他の部分の変化により迅
速に適用するのに役立つ20。スマートファクトリーは、エンジニアリン
グから製造、アフターサービスまで、生産拠点の内外にある個々のプ
ロセスをつなぐ。さらに、クリティカルマテリアルや部品の供給状況を
可視化（在庫の可視化）することで、生産の効率化と設計から納入ま
での迅速化に寄与する21。

スマートファクトリーが注力すべき最大の課題は
規模の拡大である。それは過去のパイロット運用
から拡張性を生み出すことであり、多くはクラウド
ベースのソリューションを生み出すことである。

これはスマートファクトリーにとって課題であると同時に成功でもある。
これまでA&D企業が投資を行っていなかった人材の領域において、
高度な情報技術やオペレーションの連携が必要になる。また、極超音
速のような新しい先端技術のためのグリーンフィールドも出現している。 

組織的なチェンジマネジメントも重要な成功要因の1つである。企業
は伝統的な製造方法とプロセスに没入しているため、その文化への挑
戦となる新しい技術の導入には、組織のあらゆるレベルで対処する必
要がある。構造化されたチェンジマネジメントというアプローチを取り
入れることが、スマートファクトリーの導入と価値の獲得に不可欠であ
る。

Deloitteの業界展望に関する調査によると、回答者の36％がスマー
トファクトリーにまだ着手していないと回答しており、26％は現在ス
マートファクトリー関連の取り組みをいくつか実施していると回答して
いる。スマートファクトリー施策は、企業がサイクルタイム、スループッ
ト、在庫水準、稼働率の改善を追求する中で、2023年には概念実証
からA&Dメーカーのネットワーク全体にわたる、より全体的な取り組
みに移行していくことが予想される。 
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3
一流の人材を惹きつけ、維持し、育成することが依然として課題である
人材

2020年に失われた仕事のほとんどは組み戻されたものの 22、従業
員の離職率は依然として高く、高齢化も労働力不足を助長している。
この労働力不足は、業界内外の人材獲得競争を激化させている23。ま
た、過去2年間では、生産量の減少と新規契約の遅れを招いた。さら
に、他方では、自動化と高度なデジタル技術の利用によって、業界の
労働力の構成に変化が生じており、以前よりも、高度な航空宇宙工学
または数学の知識、データサイエンスやデジタル技術を有する労働力
の必要性が高まっている。また、多くの元請企業が売り上げの見通し
を引き下げている。例えば、大手A&D企業は、労働力不足がサプライ
チェーンの問題をさらに悪化させ、機器を生産する工場の稼働が低下
しているために、2022年の収益見通しを引き下げたと報告している24。

ウクライナ侵攻は防衛関連機器に対する莫大な需要を生み出したが、
労働力不足が防衛セクターの新規受注への対応やコスト増に影響を
与えている。サプライヤーが労働力不足と格闘しているため、航空機
メーカーの今後数年間の増産計画も頓挫する可能性がある。例えば、
ある大手A&D企業では、高い離職率のために、予定していた採用数
の2.5倍のエンジニアを採用しなければならなくなった 25。民間航空
宇宙業界においても、人材に対する大きな需要がある。例えば、ある
大手グローバル航空宇宙OEMは、民間航空宇宙のセグメントでは今
後20年間に整備部門だけで61万人の技術者が追加で必要になり、
このうち北米地域が全体の約22％を占めると推定している26。

さらに、従業員の高齢化がスキルギャップをもたらしている。例えば、
大手の元請業者にサービスを提供しているエンジニアリングテクノロ
ジー企業は、防衛企業は業務の近代化を図る一方で、専門知識に長
けた高齢の従業員を代替する人材の採用に課題を抱えていると報告
している27。

A&D企業は、成長の機会をとらえるために、既存の労働力および将
来の労働力の需要に対応するための長期的な戦略を立てる必要があ
る。将来に対応できる人材を育成するために、企業はイノベーション
文化の促進とデジタル技術の構築に注力する必要がある。Deloitte
の業界展望に関する調査によると、A&D業界のエグゼクティブ職5人
のうち3人がキャリアアップのために明確な制度を提供することが、
一流の人材を獲得し、維持し、育成するための最良の戦略であると考
えている。米国のA&D業界は、この課題に対処するために、全米の
平均を上回る賃金を支払い続けている。米国のA&D業界の生産スタッ
フの平均賃金は91,500ドルであり、全米の平均を81%上回る28。
A&D企業は、一流の人材を惹きつけ、維持し、育成するために、以下
のアプローチ（図2）を検討する必要がある。

図2 A&D企業が一流の人材を惹きつけ、維持し、育成するために役
立つ戦略

出所： Deloitteによる分析

 • 人材が集まる業界としてのブランディングに注力する。一方では、
他業界にはない A&D業界ならではのユニークな魅力として使
命に駆られた産業であることを強みとして受け入れることを意味
し、他方では、特に業界を超えて多くの選択肢を持つ技術やエ
ンジニア人材の獲得において、A&D企業が遅れていて、官僚的
であるという認識を打ち消すことを意味する。

 
 • A&D業界に対する認識に影響を与え、人材のパイプラインを構
築するために、パートナーシップ、インターンシップ、共同投資
を通じて、または特定の労働力スキルや能力のニーズに関して
業界と教育界との間に持続的な協力関係を構築することにより、
地域社会や学校に深く入り込む。

 
 • 現在の従業員の期待に応えるために、従業員の勤務スケジュー
ルや環境、キャリアパスに柔軟性を持たせる。このためには新し
いテクノロジーの導入によって仕事が再設計される中で、いつ、
どこで、どのように仕事をするかについて、従来の常識に挑戦す
ることが必要になる可能性がある。

 
 • 年次調査にとどまらない深化した従業員への傾聴プログラムを
目標とし、特定の従業員に見られる課題の根本的な原因（特定
の役割、施設、性別、人種、民族、世代コホートにおける人員
の減少など）を診断し、的を絞った介入策を講じる。

A&D企業が将来の
労働力を構築する
ための重要な戦略

人材が集まる業界として
ブランディングに注力

A&D業界と教育界の
持続的な連携

従業員への傾聴プログラム
の深化と目標設定

従業員の勤務スケジュール、
環境、キャリアパスに
柔軟性を持たせる
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4
排出量の低減と持続可能な製造の実践は引き続きビジネスの優先事項である
脱炭素化

2022年は、政策と規制の両面で気候変動への注視が高まり、消費
者運動も活発化する年であった。その中で、A&D企業は、引き続き直
接排出量の削減に向けた取り組みを行った。A&D業界は、脱炭素化
が最も難しい業界の1つとして、サステナビリティの課題の対応に役
立つ新しい高度な製造技術の導入において最前線に立ってきた。しか
し、バリューチェーン全体での排出量に対応するためには、業界が対
応すべき課題がまだ多く残されている。Deloitteの業界展望に関する
調査によると、民間航空宇宙業界がスコープ3排出量を削減するにあ
たって回答者が認識している最大の課題は、実現可能な代替案が欠
如していること、コストが高いこと、そして利益が不明確であることで
ある。

大手のA&D元請企業は、スコープ1とスコープ2の排出量削減につ
いては、2022年に有意義な進展を見せている。しかし、A&Dメーカー
は、事業とバリューチェーン全体にわたって排出量を追跡するという
困難を抱えている。インターナショナルデーターコーポレイションによ
ると、世界の製造業者の80％が2024年までに製品に環境持続可能
性を組み込む意向であり、これにより売り上げが3％伸びる可能性が
ある29。A&D元請企業は、温室効果ガス（Greenhouse Gas、以下
GHG）の排出量、水、廃
棄物、およびエネルギーの
削減目標を設定し、2025
年と2030年のサステナビ
リティ目標の達成に向けて
前進している。例えば、大
手のA&D元請企業は、
2030年までにGHG排出
量を50％以上削減する
目標を設定している30。
2023年も、多くのA&D
企業が排出量を削減するために、実行可能な代替案を創出し、代替
燃料、効率的な航空機設計、新たな推進技術などのより環境に優しい
選択肢に取り組むことが予想される。しかし、航空業界の回復に伴い、
新しい航空機の生産を受注することが、脱炭素化への取り組みという
面では業界の課題になる。

この懸念に対処するため、A&D業界は持続可能な航空燃料
（Sustainable Aviation Fuel、以下SAF）31を大規模に使用し、電気、
水素、ハイブリッドなどの新しい推進技術を使用する方向に進むと思
われる。電気推進は、特に地域や都市部の空の移動（Urban Air 
Mobility、またはUAM）において、脱炭素化のためにゼロエミッショ
ンを進めるにあたり長期的なソリューションとなる可能性がある32。空
飛ぶクルマにおいては、過去2年間でeVTOL技術が成熟したことか
ら、機体の認証に向けて確実に前進しており、地域や都市部での移動
に関連する地上輸送からの排出への対処が可能になる。最近の
Deloitteの調査では、都市内を25マイル移動する場合、空飛ぶクル

マを利用すれば移動時間を75％短縮し、運転時の排出ガスをゼロに
することが可能と試算された 33。空飛ぶクルマ業界は、ハイブリッド推
進技術も模索しており、2023年には電気推進に関する航空宇宙のバ
リューチェーン全体にわたる主要関係者の協力体制がさらに進む可能
性がある。

さらに、ハイブリッド推進は炭素の排出量を削減することができると同
時に、再生可能エネルギーと航空業界などのエネルギー多消費型業
界を結ぶ要となる可能性がある。しかし、ハイブリッド推進を使用する
ための航空機の設計変更は、大変な挑戦であり、それゆえにSAFが
拡張可能な選択肢であることは明らかである。国際航空運送協会
（The International Air Transport Association、以下 IATA）は、
SAFの生産量が2025年の総燃料需要の2％から、2050年には約
65％に達すると予測している34。A&D業界は、IATAの目標に沿って
多くの国がSAF政策 35を導入し、燃料全体の一定の割合については
各国にSAFの使用を義務付けることから、SAFに大きな市場性がある
と見込んでいる。2023年には、より多くの国がSAF政策を承認し、民
間航空業界のネットゼロ炭素排出量達成へのコミットメントを支援し
ていくことが予想される。

2023年は、IATAの目標を達成するためにSAFの増産と電気および
ハイブリッド推進技術のさらなる進歩が見込まれる。2021年には
SAFのコストが従来のジェット燃料の2倍以上であるにも関わらず、1
億2,500万リットルのSAFが利用可能となり、その全てを航空会社が
利用しつくした 36。IATAによると、SAFの先買い契約は170億ドル相
当であった 37。経済的に実現可能であり、拡大可能なソリューションを
導入し、生産を拡大するためには規制面での支援が必要であり、
2023年にはSAFの生産を促進するためのインセンティブが増える可
能性がある。例えば、2022年のインフレ抑制法では、2023年から
SAFにバイオディーゼルや再生可能ディーゼルよりも価値の高いクレ
ジットが付与される。標準的なジェット燃料と比較して排出量が50％
以上削減されるSAFについては、新たに1ガロン当たり1.25ドルの
SAF混合クレジット適用される38。（削減量が）50％を超える場合、1
ガロン当たり1.75ドルを上限として1％ごとに1ガロン当たり0.01
ドルが加算される39。

IATAは、2050年までに実質排出量ゼロを達成するために、SAFの消
費を拡大するためのインセンティブを設けるよう各国政府に求めた40。
A&D業界は、脱炭素化を進めるうえで、技術投資家、エネルギー企業、
航空会社、政府機関などと複数のパートナーシップを構築することに
なるだろう。さらに、2023年には民間航空宇宙企業が製造施設での
排出を削減するために、再生可能電力の利用を拡大する可能性もあ
る。今後2年間で、大手航空会社は水素推進システムに投資し、特に
水素を動力源とする地域ジェット機を保有することが予想される。これ
らの投資は、持続可能な航空業界の将来において重要な役割を果た
すだろう。

炭素排出量はスコープ1、スコープ2、スコープ3に分類され
る。スコープ1排出量は、A&D企業が製造時に直接排出する
ものである。スコープ2排出量は、A&D企業が製造時や操業
時に間接的に排出するものである。スコープ3排出量は、航
空機が飛行中に排出するものなど、製品の使用時にA&D企
業が間接的に責任を負うものである。A&D企業にとって、ス
コープ1およびスコープ2の排出量を削減することは、自社
事業で発生する排出量であるため比較的容易だが、スコー
プ3の削減は困難である。スコープ3排出量は、A&D企業の
全カーボンフットプリントの中で最も大きな割合を占めてお
り、業界全体の排出量を削減するためには、スコープ3の排
出量削減に対応することが重要である。
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5
イノベーションにより成長が加速する新興市場
新興市場

宇宙、超音速機および極超音速機、空飛ぶクルマなどの新興市場は、
今後数年で業界の様相とケイパビリティを変える勢いがある。2023
年は、投資、技術の進化、規制の面でこれらの新興市場にとって重要
な年になると思われる。Deloitteの業界展望に関する調査によると、
2023年は、企業が宇宙関連技術や空飛ぶクルマに投資する可能性
が高いと思われる。

宇宙 

宇宙セグメントでは、民間企業や宇宙関連のスタートアップ企業が野
心的な打ち上げ計画への投資に強い関心を示している。当該セグメン
トでは、直近2年で、宇宙探査機の軌道打ち上げにおいて力強い成長
が見られた。2021年には、前年より27％多い、145回の軌道打ち
上げが報告された 41。この力強い成長は継続しており、2022年の第
1～第3四半期には125回の打ち上げが行われた 42。宇宙での製造、
小惑星の採掘、宇宙旅行、宇宙での太陽光発電など、数多くの機会が
民間企業の大きな関心を呼んでいる。

2023年には、技術革新と再利用性により、打ち上げコストがさらに
削減されると思われる。ブルーオリジン（Blue Origin）、スペースX
（SpaceX）、レラティビティー・スペース（Relativity Space）などの
企業は、複数の通信衛星を地球低軌道（Low Earth Orbit、以下
LEO）に打ち上げるための再利用可能なロケットを引き続き開発する
ことが予想される。A&D業界では、NASAのスペースローンチシステム
（SLS）ロケット43とスペースXの再利用可能なロケット、スターシップ
（Starship）が2022年の話題となっている。SLSヘビーリフトロケッ
トは、地球の軌道を越えて人類の宇宙探査に貢献し得るほか、スター
シップは2、3年後に1,000万ドル以下のコストで軌道に到達するこ
とが期待されている44。

2023年には、地球観測およびリモートセンシン
グ、衛星通信、技術開発がさらに発展する可能性
がある。各産業が気候変動という課題に奮闘する
中で、宇宙関連企業は地球の監視と追跡を行い、
IoTなどの先進技術を使って生産性の向上と排出
量の削減に貢献し、製造業に利益をもたらすこと
ができる。

また、A&D業界は2023年には宇宙のゴミの削減に注力し、安全性
と持続可能性の問題に取り組むだろう。新規参入者が小型衛星ロケッ
トの開発と製造を行っており、2022年10月10日現在において、

A&D業界には約125社の小型衛星ロケット会社が存在している45。
2023年末には、3,500機以上のブロードバンド衛星がLEOに配置
され、地球上のあらゆる場所で、どれほど離れていても、100万人近
い加入者に高速インターネットを提供できるようになる可能性がある。
また、宇宙関連企業はデジタル化と政府、民間企業、学会、地域社会
のグローバルな相互作用の増大によって促進される革新的な技術を
通じて、製造業を大きく前進させる可能性がある。

超音速機および極超音速機 

民間航空宇宙業界は、燃料消費量の多さと環境破壊を理由に、2003
年に中断された超音速航空機の運用を再開することを検討している46。
ただし、今回は、OEM各社がより持続可能な航空機を開発している
と主張している。例えばBoom Supersonicは、2倍の速さで飛行し、
100％SAFで実質排出量ゼロをうたう、商業運航を目的としたオー
バーチュア（Overture）航空機を開発中である47。ユナイテッド航空
とアメリカン航空はBoom Supersonicのオーバーチュア航空機を
購入することを確約しており（2029年までに最初の乗客を搭乗させ
る計画）、商業用超音速ジェット機への関心がうかがえる48。

米 国 空 軍（The US Air Force、 ま た はUSAF） は、Boom 
Supersonicとの間に超音速機のケイパビリティに関する戦略的パー
トナーシップ（6,000万ドル相当）49を、ハーミアス（Hermeus）との
間に極超音速航空機に関する戦略的パートナーシップ（6,000万ドル
相当）50を締結している。NASAとロッキード マーティンは、静音設計
の超音速機であるX-59 QueSST航空機を開発しており、2022年に
第二次風洞試験が完了している。2023年は音響試験を予定しており、
2024年中にはX-59を飛行させ、騒音に対する市民の受容度を把握
する予定である51。ビーナス・エアロスペース（Venus Aerospace）
は大気圏の外縁部を飛行する極超音速航空機の打ち上げを目指して
いる。同社は2022年に極超音速航空機スターゲイザー（Stargazer）
の最初のコンセプトデザインを明らかにした 52。

極超音速航空機以外では、既に中国とロシアがそのケイパビリティを
実証していることもあり、極超音速兵器の開発が米国国防総省の優先
事項になっている。米国は2022年において極超音速兵器の開発、試
験、配備を優先的に進めており、4種類の兵器を試験し、75％の成功
率を記録している。例えば、国防高等研究計画局（Defense 
Advanced Research Projects Agency、またはDARPA）は、
Operational Fires（OpFires）と極超音速吸気式兵器コンセプト
（Hypersonic Air-breathing Weapon Concept、またはHAWC）
の試験に成功した 53。全体として、2023年にはさらなる発展が見込
まれ、当局は超音速航空機および極超音速航空機のための、新しい
規則の制定に取り組むと思われる。
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5
イノベーションにより成長が加速する新興市場（続き）
新興市場

空飛ぶクルマ 

2023年は、eVTOL航空会社が技術と規制の両面で大きな進展を
遂げる可能性が高く、空飛ぶクルマ市場にとってもう1つの節目
の年となる可能性がある。連邦航空局（The Federal Aviation 
Administration、以下FAA）は、2022年に動力揚力とパイロット
認証に関する航空機認証の規制手順を変更した 54。また、FAAは、垂
直離着陸機（Vertical Takeoff and Landing、以下VTOL）の運航
業者の指針とするために、垂直離着陸用飛行場の設計に関するエン
ジニアリング概要の草案を発表した 55。欧州航空安全機関（The 
European Union Aviation Safety Agency、またはEASA）は、
eVTOL航空機の認証と運航に関する新たな規制の枠組みを発表し
た 56。eVTOL航空機への投資の拡大と認証プロセスの急速な進展は
世界的傾向となっていることから、空飛ぶクルマ企業は2025年まで
に商業運航を達成するためのパイロット訓練へと焦点を移行していく
ものと思われる。2023年には、eVTOL企業がどこで運航を開始する
かの計画や、候補としてどのようなルートを検討しているかについて、
業界内で複数の発表が行われる可能性がある。

規制当局は、空飛ぶクルマに特化した基準や慣行の確立に取り組んで
おり、空飛ぶクルマの究極の目的である自律性を満たすために、長期
的な訓練手順の変更にも注力するものと思われる。NASAは、2023
年に空飛ぶクルマナショナルキャンペーンの一環としてeVTOL飛行試
験を促進させる可能性が高く、空飛ぶクルマ航空機の国家空域システ
ムへの組み込みが進むことから業界に利益がもたらされる可能性が
高い。

2023年においてはまた、eVTOL企業とA&D企業が、大量生産とサ
プライチェーン マネジメントに関する専門知識を推進するために自動
車OEMとの協力関係を強化する可能性がある。旧来の航空宇宙企
業が、空飛ぶクルマスタートアップ企業との連携を広げ、eVTOL航空
機の市場化に取り組むだろう。例えば、空飛ぶクルマスタートアップ企
業であるウィスク・アエロは、大手のA&D OEMから4億5,000万ド
ルを受領し、eVTOL航空機の認証を進めている57。
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業務の迅速性とデジタルトランスフォーメーション
が他の先を行く鍵になる
A&D業界の景気回復は、新型コロナウイルスのワクチンが普及し、航空需要が高まったことを受け、
2022年に勢いを増した。旅客輸送量が徐々に新型コロナウイルス感染症の流行前の水準に戻るにつれ
て、航空機や軍用機の新規受注が大幅に増加し、2023年も成長が続くと予測される。しかし、継続的なリ
スクがもたらす警戒感が、成長をめぐる楽観的な見方をけん制している。2023年は、サプライチェーンの
混乱、人材不足、インフレがA&D業界の最大の課題となりそうである。コスト圧力とインフレは2023年も
高止まりする可能性があり、A&D企業の業務効率と利幅はさらに低下する可能性がある。さらに、A&D
企業は、世界で発生しうる様々な創造的破壊により、さらなる不確実性にさらされることも予想される。
2023年は、特に以下の3つの分野で競争が激化する可能性がある。

1. デジタル技術に長けた人材 （他業界からの転職） 

2. 材料 （ニアショアリングによるサプライチェーンへのシフト） 

3. 顧客 （空飛ぶクルマ市場および宇宙市場への新規参入者） 

2023年に A&D企業が注目すべき上位トピック 

 • 業務の迅速性 : 混乱を切り抜け、次の成長期に勝ち抜こうとするA&D企業にとって、業務の迅速化
は不可欠である。 

 • 新たな技術 : 新たなテクノロジーとスマートファクトリーソリューションへの投資は、企業がサプライ
チェーンの課題に対処し、生産能力を最適化し、持続可能性の目標に向けて前進し、従業員の定着
率を向上させるのに役立つ。 

 • 排出量削減 : A&D企業は、バリューチェーン全体で、特に SAFの生産能力の向上を支援することで
2023年は排出量をさらに削減することができる。 

 • 発展する事業分野 : 宇宙、超音速機、極超音速機、空飛ぶクルマへの関心の高まりから、2023年
にはますます多くのビジネスチャンスと雇用機会が創出され、バリューチェーンもさらに拡大すると思
われる。
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